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はじめに
わが国の教育基本法は， 1幼見期の教育jが
「生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なもの
である」と明記している(11条)。同法の逐条
解説書によると，この条文は「幼児期の教育が，
生涯にわたる人格の形成の基礎を培う普遍的か
っ重要な役割を担っていること端的に示すもの
であるJ(教育基本法研究会 2007: 144)。では，
幼児教育が人格形成の「基礎jを培う「普遍的j
な役割を担うのであるならば，なぜ義務教育に
しないのか。文部科学省の「今後の幼児教育の
振興方策に関する研究会Jの中間報告 (2009年)
によると， 1諸外国において幼児教育(小学校就
学前教育)を無償化している場合においても，
一般に義務教育化はされていないjとあるが，
少なくとも義務教育化されている国はある。幼
児教育の義務化は，幼児に，あるいはその家族
に，ある種の強制を諜すことになるが，すべて
の幼児に適切な教育の機会を普遍的に保障する
仕組みが必要ならば，義務化はその究極の形態
である。義務化を果たしている国を素材として，
そのあり方を探究することは，幼児教育制度論
の諜題のーっとなろう ω。
スイスはそうした国の一つである。スイス教
育長会議 (CDIP) は， 2007年に「義務教育の
協調に関する州間協定J(以下 IHarmoS協定J
と1告記)を採択し， 4歳からの就学と幼児学校
(ecole enfantine， Kindergarten)を含む8年間
の初等教育の制度化を決定した。スイスは26の
州(カントン)から構成される連邦国家であり，
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教育は基本的には各州の権限に属するが，近年
では各什i間の f協調J(harmonisation)が図ら
れつつある。同協定もその一環であるが，それ
が実現されるためには，ナ1'ごとに立法化する必
要がある。
本論が素材を求めるのはフリブールナ1'
(Fribourg) (2)である。荒JI[ (2014: 60)は，スイ
ス全什!の2006年度段階における 2年以上の幼児
学校の就学率を一覧にまとめているが，それに
よると，全毘平均が75%であるのに対し，フリ
ブール州の就学率はわず、か19%であり，オプヴ
アルデン州(10%) に次いで低い。しかも，オ
プヴァルデン什|はHarmoS協定への参加を保留
したのに対し，フリブール州は参加を決定したO
後述の通り，従来の幼児学校は 1年制が基本
であり， しかも通学は義務ではない。にもかか
わらず， 2008年に 2年制の幼児学校への就学を
義務化する「学校法(幼児学校)を修正する法
律J(以下， 12008年幼児学校修正法jと略記)
が成立している。したがって，フリブールナHに
とって HarmoS協定の承認は， 1年制から 2年
制への拡充と義務化といういわば2段のハード
ルを一気に越えるという困難を伴うものであっ
た。
そこで本論では，フリブール州においてなぜ
2年制の幼児学校の義務化が実現したのか，と
いう間いに応えることを課題とする。そのため
に，まず，わが国における先行研究が皆無であ
ることに鑑みベ基本的な法制度の確認から始
める。次に，州議会での審議が始まるまでの政
策的な経緯をスイスの全国的な動向と合わせて
整理する。というのも，フリブールナ1'での立法
化の場合，すでに外堀は埋められていたように
見えるからである。その上で， 2008年幼児学校
修正法の審議過程の分析から義務化の立法者意
思を明らかにしたい。
1. 義務教青としての幼児学校の制度
最初に， 2008年幼児学校修正法の前後で新!日
の法令を対照することにより，義務教育として
の幼児学校制度の特徴を描いておきた¥;'10
(1)従来の義務教育と幼児学校
従来の義務教育制度の骨格は1985年5月23日
付「幼児学校，初等学校，進路指導期学校に関
する法律J(以下 i1985年学校法jと略記)に
より定められている。 r可法によると，義務教育
は9年間であり，初等学校及びわが国の中学校
に相当する{進路指導期学校J(ecole dl cycle 
d'orientation)からなる(4条2項)。就学年齢
はナ1'参事会の定める日付で満6歳である(5条
1項)。この日付は， 1986年12月168付「学校
法施行規則J(以下 i1986年施行規員IJと略記)
により， 4月30日とされている(1条)0 1985 
年学校法は「すべての義務教育年齢の子どもは，
その年齢と適性に応じた教育を受ける権利を有
する。J として子どもの教育を受ける権利も~月記
している (33条 l項)。初等学校の自的につい
ては， i初等学校は子どもに基礎教育を提供し進
路指導期学校に向けた準備を行うという特有の
自的を有する。Jと定めている (14条)。
なお，義務教育の開始については，特別な事
情がある場合に特例措置が認められている(5 
条2項)01986年施行規則によると，親はその
子どもが 1月18から 4月30日の間に満 6歳に
なる場合，及びその子どもが十分な学齢成熟
(matllrite scolaire)に達していない場合，初等
学校への入学を 1年遅らせることができる。反
対に，毅はその子どもが5月18から 7月31日
の関に満6歳になる場合 及びその子どもが十
分な学齢成熟に達している場合，初等学校への
入学を l年早めることもできる。いずれの場合
も，親は， 4月308までに，初等学校視学官に
文書による届出を行うこととされているは条)。
一方，幼児学校への通学は任意である (13条)。
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ただし， i就学Mの年の間に，すべての子どもは
幼児学校に通う権利を有する。J(33条2項)と
して， i幼児学校に通う権利Jを明記している点
は着目すべきである。このため，各市町村は，
初等学校と同様に 幼児学校についても通学区
域 (cerclescolaire) を定めることとされてい
る (56条 l項)0 f)，Jこの規定に基づき， I司法が
施行された1986年から 市u刷、すには幼児学校を
設置する義務が諜せられると解される。なお，
幼児学校は初等学校と同維に11H賞である(6条)。
幼児学校の目的については， ，-幼児学校は，家庭
で受ける教育を補い 子どもの社会への参入を
助長し，その表現及び理解の能力を発達させる
という特有の目的を有する。jと定められている
(12条)0 
こうした制度の下での実際の就学率は， 2000 
年の時点で， 99.2%である (Messagen"57 2008 
: 1)。すなわち，少なくとも l年間はほぼすべ
ての子どもが幼児学校に通っていたことになる。
(2) 2008年幼児学校修正法による幼児学校制度
改革
こうした従来の制度と比較すると， 2008年幼
児学校修正法は，抜本的ともいえる改革を求め
るものである。まず， i義務教育は11年間とし，
幼児学校，初等学校，進路指導期学校を含む。J
(1985年学校法の 4条 2項の改正，以下同様に
改正対象の条文を示す。)として，義務教育は幼
児学校を含むことにより 11年間に延長されると
ともに， i義務教育は 7月31日で満4歳から始
まる。J(5条 l項)として，就学開始年齢も 4
歳に改められる。
その上で，幼児学校は 2つの学年 (degre)
を含む 2年間を標準年限とする(13条)とされ，
休業日も次のように定められた (22条)。すな
わち，幼児学校及び初等学校では，児童は，土
曜!ヨ，日曜E及び法定の祝日に加え，水曜日の
午後を休業日とする。これに加えて，幼児学校
及び初等学校の最初の2学年では次の休業日を
設ける。
a )幼児学校の第 l学年の児童に対しては，週
ごとに半日単位で4又は 5日
b)幼児学校の第 2学年の児童に対しては，過
ごとに半日単位で2又は 3EI 
c)初等学校の最初の2学年の児童に対しては，
過ごとに半日単位で l日
こうした休業日の細かい設定は，後に見るよ
うに，この制度の導入に対する根強い反対論を
意識したものとみることができる。仮に a)の5
日を選ぶとすると，幼児学校の第 l学年は，半
日単位で 6EIの休業日を設けることになり，す
なわち授業Bは半日単位で週 413程度となる。
なお， Iすべての通学区域は2013-14年度から
2年間の幼児学校を提供しなければならないoJ
と定めることにより，移行期間を設けるととも
に，その完全実施を2013-14年度に設定した。
同法に続けて， 2008年12月9日付で「学校法
施行規則を修正する命令jが出され， 1986年施
行規則も改正された。その主な内容を確認して
おくと，まず，義務教育の開始に係る特例措置
について，親は，特別な事情が正当化される場
合，その子の就学の延期について， 4月30日ま
でに，学校視学官に文書による扇出を行うこと
ができること，特別な事情とは，特に子どもの
重大な事故又は疾病，又はその子どもが十分な
成熟に達していない場合が当たること，学校視
学官は特例措置を承認する前に親と話し合うこ
とが定められている (1986年施行規則2条の改
正， J;)、下同様に改正対象の条文を示す。)。次に，
幼児学校の週当たり教育時間については，第 1
学年は12時間から14時間 第2学年は22時間か
ら24時間とし，このうち 8時間から10時間は2
学年合同の教育活動とすることも明記されてい
る (27条)。なお， 学級規模は14人以上23人以
下と定められている (39条)。さらに，新設さ
れた62a条で、は， 1幼児学校から初等学校への移
行Jについて，児童は2年間の幼児学校の終了
時に初等学校に進学すると定める一方で，教員
は，その児童が多くの函難に直面している場合，
その殺との話し合いの後，初等学校への児童の
入学を延期することができるとして特例措童も
残している。
(3)幼児学校義務化に伴う予算措置
2008年幼児学校修正法による 2年制の幼児学
校の義務化は，当然ながら多額の予算措霞を伴
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うものである。この点については，ナH議会にお
いて，同法と向日に 12年市Ijの幼児学校の導入
のために市町村に資するナHの財政支援に関する
政令jも採択されている。 1985年学校法による
と，幼児学校の経費は初等学校の経費を定めた
条項 (87条から92条)に従うこととされている
(100条)。そして初等学校の経費の原則として，
「市町村は88条から92条に定めるナ1'の負担分を
差し51いて，初等学校の設置及び運営に係るす
べての費用を負担する」と定められている (93
条)。そして，共通の学校経費(教員の俸給や学
童送迎費等)の65%は市町村が，残りの35%を
州が負担するという分担が明記されている(第
88条)(九こうした現行法の規定とは別に，先の
政令は， j+lとして市町村に対して2年制の幼児
学校の導入に特化した財政支援を行うとし(1 
条)，その額を6000万スイスフランと定めてい
る(2条)。ちなみに 1スイスフランを122円
で換算すると， 73億2000万円になる。また，財
政支援は 6年間に分けて行われ，ナH参事会は市
町村への配分の基準について命令を定めるとし
ている(3条)。その命令である2009年5月26
日付 12年期jの幼児学校の導入のために市町村
に資する州の財政支援の配分に関する命令jに
よると， 6000万スイスフランの財政支援は，
2009年9月1日より， 6年間，毎年1000万スイ
スフランが支出される。支援額の50%は12月31
5現在の住民数に応、じて 残りの50%は過去6
年間の各市町村の出生率に応、じて，配分される
ことも定められている。
(4)現行の義務教育制度
法制度に関する整理の最後に，新しい義務教
育法について触れておきたい。フリブール州で
は， 2014年9月9日付で「義務教育に関する法
律Jが制定された。同法は1985年学校法をほぼ
全面改訂したものである。同法によると，義務
教育の原則は， r親は義務教育年齢の子どもを公
立又は私立学校に通わせ，又は家庭において教
育を行う権利と義務を有する。J(5条 1項)と
いうものである。したがって， 4歳からの義務
教育と言っても，厳密には，わが国のように家
庭での義務教育の履行を認めない就学義務制と
は異なる教育義務制である。また，義務教育の
始期についても， I義務教育は 7月31日現在で
満4歳から始まる。J(6条 1項)としているが，
「親は，学校への入学の年齢を延期するために個
別の特例を書面により求めることができる。参
事会は必要な実施規定を定める。J(6条2項)
として，やはり延期の特例が設けられている。
初等学校の組織は， 4年間の2つの期 (cycle)
から構成される。第 l期は義務教育の第 lから
第4学年を含み，最初の 2年間は幼児学校を構
成する。第 2期は第 5学年から第 8学年までを
含む(8条)。そして，初等学校の自的として，
「初等学校は，学習指導要領に定める様々な領域
の基礎的な知識・技能の習得により児童の基礎
教育を{呆障することを目標とする。それはまた，
児童の人格の発達をねらいとし，家庭で受ける
教育を補い，社会的参入を助長するoJと定めて
いる(7条)。こうした規定から明らかなよう
に，幼児学校は「特有の目的Jを有するもので
はなく，初等学校の前期の一部に位置づけられ
ている。同法において， I幼児学校jに言及する
規定が上記の第8条のみであること自体，いか
に幼児学校が義務教育及び、初等学校に統合され
ているかを物語るものである。
2.幼先学校義務化に至る経緯
(1)フリブー ルナHを取り巻く状況の変化
これまで見てきたように フリブールナ1'にお
いて 2年制幼児学校の義務化に関する法律が成
立するのは2008年のことである。ここでは，そ
れまでの全国及び州議会の動向をふり返ること
により，向法の成立に至る経緯を明らかにした
しiO
最初に，改革のスタートラインを確認する意
味もこめて，フリブールナトiの従来の制度を全州
の動向の中に位置づけてみる。スイス教育長会
議 (CDIP)の委託を受けた調査研究によると，
2006年5月現在で 幼児学校への就学を任意と
する什iはフリブールナ討を含む18ナ1'であるのに対
し， 4歳から義務とする州がlナ1'， 5歳から義務
とする什iが7州である。すなわち，この時点で3
分の lのナ1'はすでに義務化を果たしている。次
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に，幼児学校の就学年齢をみると， 3歳から就
学可能とする州は lナ1'のみであるが， 4歳から
可能または義務とするナ1'が21什!と圧倒的多数で
あり， 5歳からとする州はフリブールを含めて
も4州のみである (Wannack，E. et al. 2006 : 
10-11 )。あるいは， 2002-03年度における各州
の平均幼児学校就学年数の調査によると，全l!
平均は1.90年と 2年近いのに対し，フリブール
州は1.14年であり オプヴァルデンナ1'の1.07年
に次ぐ¥つまり26州のうち下から 2番目の低さ
である (Centred'information IDES 2006 : 
Anhang)。
こうしたフリブール州の実情から全毘的な改
革動向に自を転じてみる。まず，スイス教育長
会議の動きに着目しなければならない。同会議
は2000年に「スイスにおける 4歳から 8歳の教
育に関する最初の勧告Jを出し，標題にある 4
歳から 8歳までの教育を基礎期 (cycle
elementaire)として括り その実現可能性につ
いて試行を実施することを承認している (CDIP
2000)0 2004年には「はじめにjで、触れた f義
務教育の協調に関する州間協定J(IHarmoS協
定J)の構想を発表する (CDIP2004) 0 2006年
5月21自には連邦憲法の教育条項が改定され，
「就学年齢及び義務教育，教育段階の期間及び白
標，他の段賠への進学並びに修了の認定の分野
における学校制度の協調が，調整の過程におい
て実現しなかった場合には，連邦は必要な法令
を制定するJという条項が新設された(第62条
第4項)<ヘこうした経緯の中で， 2007年6月14
8にスイス教育長会議において HarmoS協定が
合意される<G )。その第 5条が「就学 j
(Scolarisation)に関する条文であり， I児童は
満4歳から就学する(基準日は 7月31日であ
る)oJ (1項)と定めるとともに， I学校教育の
初期(就学前及び初等教育)の間に，子どもは
社会化の道を歩み，学業に親しみ，特に基礎的
な言語の学習を補い強化する。子どもがこの学
校教育の最初の段臨を通過するのに必要な時間
はその知的な発達や情緒的な成熟によるもので
あり，必要な場合は，特別な支援措置が講じら
れる。jとしてそのねらいも明確にしている(2 
項)。
以上の全国的動向に重ねて，フリブールナHの
属するフランス語圏教育ナ1'開会議(Conference 
intercantona1e de l'instruction pub1ique de 1a 
Suisse romande et du Tessin)の動向も踏まえ
る必要がある。同会議も2005年4月にフランス
語圏の州の協働を促進し，真の「フランス諾i習
の教育Jを創造すべく宣言を出し， 2007年 6月
21日，つまり HarmoS協定の一週間後には fフ
ランス語圏学校協定J(Convention scolaire 
romande) に合意している。 間協定においても，
f児童は満4歳から就学する。基準日は 7丹31
日とする。J(4条 1項)と定められており，初
等段階は第 l期(第 1~ 4学年， r初等第 l期J)
と第 2 期(第 5~8 学年， r初等第 2期J)から
なる計8年間とすることも明記されている(5 
条2項)。
こうしたフリブール州を取り巻く二重の環境
の変化の中で，間州議会においても次に見るよ
うに幼児学校改革の検討を求める声が上がって
いた。
(2)専門調査委員会の調査報告
州議会においても， 2年告iJの幼児学校の是非
については，審議されてこなかったわけではな
い。たとえば， 1995年にはその導入に関する調
査要求 (postu1at)が出されており， 2001年に
は同様の動議 (motion)が提出されている。い
ずれもその導入に伴う経費を理由に否決されて
いるが， 2001年の動議の否決は， 52票対46票と
いう僅差によるものであった。さらに， 2005年，
すなわち，スイス教育長会議による HarmoS協
定構想、の公表の翌年には， 2年制の幼児学校導
入に関して， 3月16日， 9月9日， 11月178に
動議が， 3月16自に調査要求が相次いで出され
るという状況に至っている (Messagen057 2008 
: 1)。
この2005年に，ナト|教育局は 2年制の幼児学校
のあり方について調査委員会に研究を委託して
いる。向委員会は，幼児学校の視学官であるR.
Lichtsteinerを委員長とし，教育局のメンバー，
視学宮，幼見学校教員等の専門家からなるもの
である。その最終報告書が提出されるのは翌
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2006年12月である。その内容は 2年制幼児学校
のモデルを提案するものであるため，その概略
を見ておきたい。
間報告書は，他行、iでの取組やナH内の先導的試
行の結果を踏まえたものであるが，最初に，そ
の結論を押さえておくならば， rすべての子ども
が4歳から学校の枠内で教育を受けることがで
きることは正しいことであるjとして 2年間の
幼児学校の義務化を求めるものである
(Lichtsteiner， R. 2006 : 18)。
この結論に至る前に，向報告書は， 2年制幼
児学校の利点・強みと不都合-リスクを比較考
量している (Lichts出口町， R. 2006 : 15-16) 0 
まず， 2年制幼児学校の利点・強みとして挙
げられているのは，次の 7点である。
異年齢の混成は子どもたちの個人的及び社
会的能力を強化し促進する。すなわち，集
団の中に組み込まれ，年長としてあるいは
年少として様々な役割を果たし，責任を負
い，自分及び他者に対する信頼を得る。示
し，模倣し，繰り返すことが異年齢集団の
中で子どもたちが自然と行っている学習の
形態である。異年齢集団での多面的な学び
の提供により一人ひとりの子どもたちが自
分の発達にあったものを選ぶことができ
る。
社会的に恵まれない子どもたちゃ異なる文
化的環境から来た子どもたちはより早期か
ら幼児学校により提供される学びの恩恵を
受けることができる。すべての子どもの機
会の平等が増強される。
外国語を話す子どもたちはより早くから学
校又は居住地の言語に触れることができ，
初等学校入学前によりよくそれを身につけ
ることができる。
2年間の就学は教育要領の諸活動を深め，
より長い期間で学びを支援することができ
る。
満 4裁からの幼児学校への就学の義務化に
より，子どもたちの能力の適切な観察が可
能となり多様化の実施を促進することがで
きる。
原則としてすべての子どもたちは幼児学校
の2年間の後に初等学校に進学する。幼児
学校の延長はまれな例外としてしか実施さ
れない。これにより特に州のドイツ語圏で
はこの延長措置は大幅に減少することにな
ろっ。
家庭から学校への移行がなめらかに行われ
る。実襟に，教育i時間を見ると，保育学校
では適当たり半日単位で 1~ 3 8，幼児学
校第 1学年では同じく半日単位で 4~ 6 
日，第 2学年では半日単位で 6~ 7 Elとな
り，初等学校ではさらに増加する。
~j、上の 7 点のうち，第 1 及び第 4 の点は，従
来の l年制に対する 2年告Ijの利点を述べたもの
であり，第 6及び第 7の点は，幼児学校と初等
学校の接続に係るメ 1)"J ト(滑らかな移行)に
言及したものである。第 2 第3及び第 5の点
以，義務化によるいわゆる「恵まれないj子ど
もたちに対する積極的な是正措置とそのための
方策(多様化)に着呂したものであり， i機会の
平等jが重視されていることが分かる。
一方， 2年寄Ij幼児学校の不都合・リスクとし
て挙げられているのは，次の 3点で、ある。
いくつかの地域では 就学時期の早期化に
対して懐疑的である。 2年制の幼児学校の
義務化はより早くからの就学に対ーして不安
を引き起こす懸念がある。親や市IID-~寸学校
当局に十分に説明することが重要である。
特に州のフランス語圏では保育学校の教員
が懸念を表明している。より早くからの就
学が彼(女)たちの施設に直接的な脅威と
なるのではないかという心配である。
本委員会は幼児学校に特有の教育内容を維
持する必要を強調したい。幼児学校に初等
学校の学習内容を移すことには反対である。
不都合・リスクについては， r本委員会として
は大きな不都合はないと考えるがJという条件
付きである点にまず留意する必要がある。また，
「保育学校J(ecole maternelle)は，従来の l年
指Ijの幼児学校の下で，その前の年齢の幼児を受
け入れる施設であるため 幼児学校が2年制に
なることに関する懸念は明白であると言えよう。
以上の比較考量を踏まえた問委員会の2年制
幼児学校のモデル案は次の通りである。
表 l 調査委員会による 2年制幼児学校のモデル案
同学校への入学年齢 満 4歳、基準日は6月 30Iヨ
初等朝交への入学年齢 満 6歳、基準日は6月 30Iヨ
初等学校への移行 幼児学校の2年間の後に移行することを原則とする。
例外移行を早める、年度途中での移行。
柔軟な1針子が可能でなければならない。年齢のみならず発達段階も考躍:する。
1多行の決定は、 f見学官、教員、親によって行われる。
幼児学校で、の教育時間 第 1半ノ手 50 分糾立の 12~14 授業時11司=半日 i挙位で 4~5 日
第2さi'_:ij三 50 分単位の 22~24 授業11寺間=半日単位で、 7 日
選 8~101時間は 2 学年合同。
教員の担当教育H寺間 50分単位の28H寺l乱
学習支援措置 学校補助サービス 言語矯正法、心理学、開fl)li:弱J機紘
治療教育、外国籍の子どものためのフランス認。
週当たり時間配当 週 5日誌IJ、ブロックH寺l'Mi詰IJ。
半日当主{立の休業日 水曜日の午後に加えて、第 1竿有三は半日単位で4""'5目、第
2字二年は半日当封立で2日。
就学義務 就学は義務とする。幼児学校の第 1半乍はパートタイム、第2さi'_:i:j三はフルタイム
とする。
学級定員 上限 25入、 刊現 14人。下限に達しない場合、他の通学区域と合併する。
(出典:Lichtst巴iner，R. 2006 : 14より筆者作成)
-6-
その実施に向けた提案によると，適当たりの
教育時間については，スイスの平均教育時間
(50分単位で23時間)を踏まえて，時間数を増
やしている。またこの教育時間の増加と 2年制
の幼児学校の導入により，従来初等学校の教員
の教育時間より25%少ないとされてきた幼児学
校の教員の教育時間を初等学校教員と同じくし，
それにより教員の給与も同等とすることが図ら
れている。
年制の幼児学校の義務化を求めるとともに，こ
れと連動して，幼児学校教員と初等学校教員の
勤務時間及び給与の統一化や家庭における余暇
の過ごし方までを配慮した，総合的な施策の提
案であった。
(3)州民・関係由体への意見聴取の結果
次に，フリブール州の住民及び関係図体の意
見の傾向を見ておきたい。先述の通り， HarmoS 
協定では第4条に「児童は満4歳から就学する。j
と規定されているが，同協定の承認について2006
年に州民・関係団体への意見聴取 (consultation)
が実施されている。その結果をまとめた最終報
告書が同年10月に公表されており，その中から
この4条に関する関係団体の意見を一覧として
整理すると次のようになる。
また， 1 EIの教育時間のブロック制について
は，幼児学校と初等学校の在校時間をi可じくし，
教育時間の開始と終了を統一することにより，
家庭の仕事と余暇の計画を容易にすることも企
図されている (Lichtsteiner，R. 2006 : 17-18)。
以上のように，専門家による検討結果は， 2 
表2 HarmoS 協定の第4条 l項に関する意見聴取の結果一覧
団体・紘織等名 意見の内容
健康・社会福おU奇 このb笛奈は家躍環境において菌難を抱える子どもたちにとって特に有益で、あり、エ手
期介入の意義がある。
男女平等・家!迂局 この1j笛寝は社会化、学習、親の収入に係らない対応の平等、検診と予防などの点で
の手IJ点がある。
フランス語圏義務教育課 4歳からの就学に賛成する。入学:年齢の特例措置を削除すべきである。
フランス語題視学官会議 4歳からの就学に賛成する。入竿年齢の特例措置を削除すべきである。初等学校第
l学年で、の体系的学習を幼児明伎で、前倒し的に実施すべきではない。幼児学校では
認知的及び社会的な学習の領域において調和的なアフ。ローチを中心とすべき。
フリフ、、ーノレチトi保護者団体連合会 親の中には2年制の1年目を任意とするよう望んで、いるものもいる。 2年制幼児学
校の早期導入を求める。
ジヴィジェ教育委員会 過疎U:ll!J或では4歳の子どもの社会化は家庭内又は保育学校において行うことがで
きると考える。
生子殺と親の家 子どもたちが幼児学校に入学するためには、少なくとも教授言語を話すことができ
なければならなし、。子どもの教育の主要な責任者である親はその決定にかかわらな
ければならない。
ドイツ諮函視学官会議 幼児学校第1学年は第1言智コ基礎を回めることを可能にする。
自由民主党 (PLR) 施策に賛成する。しかし、基準自の弾力的運用を求める。
キリスト教民主党 (PDC) 賛成する。しかし、親の求めに応じて9月1日生まれまでの入学を可能とするよう
提案する。
国民党江JDC) 賛成する。しかし財政問題については注視している。また、幼児学校の第1学年は
集団生活への統合を中心として、基礎となる土台へのアフ。ローチは第2学年で導入
するよう求める。
ビュノレ教育委員会 2学年合同の教育形態については賛成、しかし、教員配寵の複雑さについては懸念
を示すユ
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ドイツ剥習t料交長会議 反文、付る。就学Il~î期が1j!すぎるので、入学を遅らせるよう;;}とめる。基準 iヨも柔軟に
設定する。
アルター スウ、イノレf':胤詮 反対する。就学時期jが早すぎるので、入学を遅らせるよう求める。基準!ヨも柔軟に
設定する。幼児学校の義務は1年とし、その前に 1{I:I討の「プレイクソレー フ。J
(Spielgruppe)を義務化することを詑案する。
グランジュ=パコ教育委員会 2 !，i:HiIJの幼児学校は者し、親にとって村の魅力となる。
フリブールili，t義会 法的に幼児t寺斗交の学級に登録て、きる子どもたちのほぼすべてが実際に通学してい
ることから、前倒しの入学希望者も多数に上るであろう。
ク守口レ教育委員会及び教員団体 2 1~三HJIJの幼児判交の教青課程や定員はどうするのれ 1 学年を「失う J ことになる
保育学校の教員はどうなるのか。
ギフアース・テントリンゲン共 週当たり 151時間以上の教育への参加は任意とすべき。
同教育委員会
ウ、エンネヴ、イノレ=ブラマット議 入学1=-1鈴の引き下けfが「基礎段階J CBasisstufe)の形態で、実施されるて、あろうこ
会及び教育委員会 とは明らかで
ムルテン教育委員会、ガルミワ すでに4歳からの幼児さFl交を実施しており、成功している。この rlh1遊段i培jプ!コ
村及び同教育委員会 ジ、エクトの経験を帯積しており、この方策がよv、と{制言している。
フレシェルス・カーツアース合 r1出産E去l桔jに削れ、入学を4議以一仁5設以下と柔軟化するよう求める。
i司教育委員会
フリフ、ー ノレJ桁 十ト|はもはや1~q:.1討のみで任意のj)J党当斗交としづ rw.独行部IJJ をとることはできない
で、あろう。しかし、各市町村は幼児さFl交のTi1Jに保育学校などを設置しており、現行
制度と新制度の比較検討を求める。また、改革に当たっては州と市1I1'+'Jのf俗芸1)分担
をどう考えるかも重要で、ある。新!iIJ支を導入する場合、州、!と市IJ判の一層の連携が
なければ実現できず、定期的な情報提供と話し合いの場を;;}とめるO
社会民主党 (PS) 2今年合同の学級は22人を超えないよう求める。
ベジンゲン教育委員会 児童の個別指導を{抑制ーるため、学級定員を限定すべき。
(出兵:Direction de I'instruction publiqlle， de la cllture et du spon 2006 : 6-7より祭者作成)
この一覧が提出された意見のすべてであるが，
注目すべきは， 2006年の段階で， 2年期jの幼児
学校の義務化について， I反対jを表明している
のは 2団体のみである点である。
ナH参事会は， 2007年 10月に発表した2007~
2011年の政府計画において， HarmoS協定への
対応の一環として 2年制の幼児学校の導入を盛
り込むことになる (Conseild'Etat 2007)。しか
し，それ以前の段階ですでに，スイス全土の動
向においても，専門家による調査報告において
も，関係団体の意見聴取においても， 2年期jの
幼児学校の義務化は賛同を得ていた点は，十分
に確認しておく必要がある。
3.幼児学校義務化の立法者意思
それでは，幼児学校の義務化に係る法案の審
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議において，州議会では何が議論されたのか。
何を根拠に 2年制の幼児学校の義務化が採決さ
れたのか，あるいは，何を理由としてその義務
化が反対されたのか。参事会による法案の趣旨
説明と法案の審議過程から 立法者意思を明ら
かにしておきたい。
(1)参事会による趣旨説明
2年制幼児学校の義務化法案に関する教書
(message)が参事会からフリブール州議会に提
出されるのは2008年3月11日である。教書は，
冒頭で州議会における 2年制幼児学校に係る度
重なる動議等の要請を整理したうえで， I就学の
始期を改善するjと題して法案の趣旨を次のよ
うに説明している。
ここ数年来，義務教育の始期を早め就学前段
階からそれを適用する必要性については広く合
意が形成されている。実際，学校制度が児童に
とって，特に学習困難に直面している，あるい
は，教育を促すような社会文化的条件に恵まれ
ていない児童にとって 最も効果的な支援を提
供できるのは学校の最初の数年間である。 PISA
の調査はそうした児童の学業失敗の潜在的な可
能性に注意を喚起している。最初の教育段階の
教員は， I君主jj~ にある児童にとって検診と支援と
いうかけがえのない仕事を行っている。
しかし，まず第一に，すべての児童に，その
言語的，社会的，芸術的及び身体的能力，創造
性や技能を発達させ強化するための適切で構造
的な仕組.みを保障することが重要である。その
自的は特に基礎的な言語学習を補い強化するこ
とにある。幼い児童に適した教育方法をとるこ
とにより，教員は，児童の能力と知的，情緒的，
社会的な成熟を考恵した教育方法の多様化を保
揮する。
他方で，数多くの研究は，初等段階に入って
くる児童のうち相当の割合の者がすでに読み書
きを身につけていることを明らかにしている。
そうした児童にとっても，多様化と一層の刺激
は最も有益なものとなる。
以上がその概要であるが，義務化のねらいが，
まずは，学習困難や恵まれない社会環境におか
れている児童への早期からの支援にあること，
しかし同時に，すべての児童の多面的な能力の
発達と，さらには能力の高い児童のー暑の伸張
を~ることにもあることカfわかる。そして，そ
のための方策として重視されているのが教育方
法の多様化である。
教書は， さらに，今日， フリブー jレナト!とオプ
ヴァルデンナト|を除くすべての州において， 2年
告Ijの幼児学校が提供されているとして，フリブ
ルーナ1'の例外性を強調するとともに，フリブー
ル州の住民が，憲法の教育条項改正の際に，全
国平均 (86%) よりも高い88.82%という「熱狂
的j割合で賛成を示した事実をとらえ，その具
体策である HarmoS協定を承認するにあたっ
て，フリブールナHの主要な改革課題が2年制の
幼児学校の義務化であるとして同法案の意義を
説明している。
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以上の趣旨説明の上で 参事会が提案する法
案は，義務教育を11年間とし，満4歳から開始
するとともに，幼児学校の標準年限を 2年と
するものである。またこの制度の原知として，
次の 6点も合わせて示している (BGCの 2008: 
1444-1445)。
2009年度から 5年間で， したがって20日年
度までに， 2年制の幼児学校を導入する。
この 5年間で，必要な教職員と施設設備に
対応する。
2学年合同のクラスを創設する。
第 1 学年の児童の週当たり教育時間は12~
14時間，第 2 学年の克童は22~24時間とす
る。
児童の送迎と家庭生活の計画を容易にする
ため，幼児学校と初等学校の l日の時間割
を揃える。
幼児学校の教員の週当たり教育時間を従来
の20~22時間から初等学校教員と同じ28時
間に変更する。これにより給与も向ーの水
準とする。
幼児学校の教諭の免許を取得するための現
職研修を実施する。
以上の法案及び原則は，成立した2008年幼児
学校修正法及び先に見た調査委員会報告書の提
案とほぼ向ーのものであると見ることができる。
ところが，この参事会の教書を受けて議会委
員会が審議した結果はそれとは異なるものであ
った。すなわち，その法案は，義務教育を 110
年間Jとし「満5歳jから開始するとともに，
幼児学校は 2つの学年を含み2年の標準年限と
するものの， 1第l学年への通学は任意jとする
ものである (BGC2008 : 1454)。フリプール州
の場合， 1はじめにjで述べたように， HarmoS 
協定に参加するためには， 1年制を 2年寄Ijに拡
充するとともに通学を任意寄りから義務市IJに変え
るという 2段のハードjレを一気に飛び越える必
要があったが，議会委員会の法案は， 1段自は
超えるものの， 2段目の前で踏み止まるものに
修正されていたのである。他方で，議会委員会
の提案も，すでに l年制を 2年制に拡充するこ
と，さらに 1年間は義務とすることに合意して
いること，そのため議会での議論もこの 2点を
前提とすることになる点も確認しておく必要が
ある。
(2)審議結果とその内容
フリブール州議会における同法案の審議は同
年 9月4日と 5日の 2日開であり，議会委員会
提案から，第 l及び第2読会，そして最終的な
採決まで、が行われている。
審議の冒頭に，法案説明に立った議会委員会
C. De Rey{f委員長は，問委員会の議論を次のよ
うに紹介している。まず，問委員会は， 2年制
幼児学校の導入という原則自体を検討し直すこ
とを望むものではまったくなく，本件の審議に
入ることは，州議会において多くの動議や調査
要求が出されていることから当然である。また，
2年告Ij幼児学校の設量を市町村に義務付けるこ
とに反対するものでもない。しかし，委員会に
おいて長い議論の対象となったのは，就学の義
務を課すことの是非であり，委員会案の採決も
賛否は 6票対5票と 1票差であった。
.l-~、上の説明において，委員会案への賛成が反
対を上回った理由については述べられていない
ので，議会での審議過程からその論理を探るこ
ととして，最初に，州議会における同案の採決
の結果を見ておきたい。第 l読会の採決を政党
別に整理すると次の通りである。
表3 議会委員会案に対する政党別の賛否
二子¥竺 賛成 反対
キリスト教民主党 (PDC) 19 14 
社会民主党 (PS) 。 20 
自由民主党 (PLR) 11 4 
国民党 (UDC) 12 1 
中道左m~連合(ACG) 。 6 
計 42 45 
'-ーー 一
(出:!)l!.: BGC 2008 : 1236より筆者作成)
第 l読会の採決ーでは，議会委員会案，すなわ
ち2年制幼児学校の義務化に反対する案が否決
され，参事会案が認められることとなった。注
自すべきはその票差である。すなわち，賛成42
票，反対4-5票，棄権 l票という僅差であった。
政党別にみると，右派 (UDC，PLR) と左派
(PS， ACG)では賛否が明雑であり，中道政党
(PDC)の賛否が分かれた結果，僅差で否決さ
れたことがわかる(針。
では， 2年制幼児学校の義務化はなぜこれほ
ど抵抗が強いのか。 以下では，上記の表で「賛
成jが多かった政党の主張をいくつか見てみた
し)0
まず，採決のキャステイング・ボートを握る
こととなったキリスト教民主党のD.Grandjean 
議員は，同党において賛否が分かれた理由を次
のように説明している。わが党は，ナト!内の全市
町村において 2一年制の幼児学校が提供されるこ
とに同意する。しかし， 3分の 2の者は第 2学
年は義務とするものの第 l学年は任意とするこ
とを望んでいる。実際にわが党の多くの議員は，
殺がわずか4歳の子どもを家庭で世話する選択
の自由を持つことを求めている。家庭にもう 1
年間の幼少期 (enfance)を委ね，家庭の中で子
どもたちが遊び，知的に豊になることが望まし
い。今後， HarmoS協定の審議も控えており，
現行制度から 2年制の義務化に至るまでに， 1 
年間は義務とし l年間は任意とする移行措置を
とるべきではないか (BGC2008 : 1225) 0 
同党の G.Bourgu抗議員の意見も，次のよう
に向趣旨である。 4歳の子どもでは学校に行く
準備ができているものもいればそうでないもの
もいる。子どもの中には朝も寝ている，あるい
は，午騒をする必要があるものもいる。朝起こ
して，午睡もさせずに学校に行かせなければな
らないのか。「幼少期の特質はある種ののんきさ
を享受できるということにあるん参事会は幼児
学校第 l学年の子どもが通うのは，週に半日単
位で 4~5 臼だというが，それでもすでに多す
ぎる (BGC2008 : 1229)。
由民党の議員もほとんどの者が「賛成j票を
投じているが，その理由も，たとえば， I夜、たち
の子どもたちを育てるのは国ではない，私たち
である。できる限り長く家庭で子どもたちを見
守ろう。J(R. Schuwey議員， BGC 2008 : 1258)， 
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「幼児学校の第 l学年の義務化に反対するのは，
子ども，幼少期を守るためである。J(].-C. 
Schuwey議員， BGC 2008 : 1259) というもの
であり，基本的に同趣旨で、ある。
こうした意見に対し答弁に立った1.Chassot 
教育長は，義務化の必要性について，特に次の
点を強調している。 2年制の幼児学校導入の根
本的な理由は教育上の根拠，すなわち，就学の
始期の改善にある。 PISAの調査結果はある種
の学習函難と幼児教育の欠如の関係を示してお
り，多くの教育関係者は，幼児期には言語，態
度や運動機能に1219難を抱える子どもたちを効果
的に支援することができると指摘している。こ
の時期は子どもの言語的，社会的，身体的，芸
術的な能力の発達が急速に進む時期である。子
どもの成熟や能力の不均等を考慮、した教育方法
の多様化によって しばしば驚くほどの能力の
向上がもたらされる (BGC2008 : 1224)。また，
もし l年目を任意， 2年自を義務とすると，ま
さにもっともそれを必要とする子どもが l年自
に幼児学校に登録しないことが懸念される。 1
年自が任意であれば先に述べたような教育的
目標を実現するための十分な手段とならないと
考える (BGC2008 : 1234)。
同様の趣旨は，全員が義務化に賛成した社会
党の主張にも認められる。たとえば， F. Morel 
議員は，義務制は，最も必要とするものがそれ
を奪われることを避けるための仕組みであり，
幼児学校の 1年呂を義務としない場合，機会の
不平等，不公平を招くことになる。 1年自の幼
児学校に通っていない子どもは通っていた者が
習得しているものを欠いていることになる。初
等学校での良好なスタートのあらゆる可能性を
子どもに保障するために，参事会案に賛成する
というものである (BGC2008 : 1235)。
審議過程を通覧すると，賛成と反対の両者の
意見は最後まで平行線をたどったことがわかる。
第2読会での採決の結果も，ナトi参事会の案に対
する賛成51票，反対44票，棄権1票であり，や
はり僅差による承認であった (BGC2008 : 
1262-1263)。
2008年幼児学校修正法の成立後，同年の10月
28臼には， 1+参事会より「義務教育の協調に関
する州開協定へのフリブールナ1'の参加に関する
法律案J及び「スイスフランス語圏及びテイチ
ーノ州公教育州問会議により採択されたフラン
ス語留学校協定へのフリブール州の参加に関す
る法律案Jが向時に州議会に提出される。向法
案は，翌2009年2月12日に一括で審議に付され，
向日には賛成90票，反対O票，棄権 1票の圧倒
的多数で可決成立している (BGC2009 : 62)。
(3)財政支援
最後に 2年市Ijの幼児学校の実施に伴う財政支
出に係る議論を見ておきたい。
先述の通り， 2008年幼児学校修正法の採択と
同時に，州議会では， 12年寄Ijの幼児学校の導入
のために市町村ーに資するナHの財政支援に関する
政令Jも可決されている。同政令は2年寄せの幼
児学校の導入に特化して6000万スイスフラン
(日本円に換算すると73億以上)を支出すると
いうものである。
ところが，同政令案の審議の中で州教育長 L
Chassotが述べるところによると，幼児学校に
関する学校法の改正に関する意見聴取の段階で
は，市町村に対する財政上の補填は想定されて
いなかった。しかし，意見聴取の結果から， 2 
年制の幼児学校の導入自体については概ね賛同
が得られる一方で、，非常に多くの市町村が財政
面での懸念を表明していることが判明し，市町
村に対する財政支援策を講じることとされたの
である (BGC2008 : 1264)。
しかも参事会による当初案に計上されていた
予算は，半額の3000万スイスフランであった。
この額は， 5年間の中で州の全域において市町
村が幼児学校を設置するに必要な額として計上
したものであるが，その後，財務委員会は，そ
の額は十分で、はないと判断したo 9月1日の議
会委員会の提案も，州の財政的支援額の総額を
6000万スイスフランに倍増し， 2009年から2014
年の 6年度に分けて各市町村に配分するという
ものであった。参事会側は，設置後に必要とな
る約2100万スイスフランのうち， 700万スイス
フランLi1+1の負担， 1400万から1500万が市町村
の負担となることから，この1500万を追加で加
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えて， 4500万とした修正案を議会に提出したが
(BGC 2008 : 1233) 採決では議会委員会案が
賛成84票，反対6票，棄権 1票という圧倒的多
数で可決されている (BGC2008 : 1265)。
以上のように，義務化を提案した参事会より
も，むしろそれに鰐践した議会委員会の案の方
が予算額を多く見積もっていることからも， 2 
年制幼児学校の義務化問題は，予算の問題では
なく，あくまでも義務化を焦点とするものであ
ったことカfわかる。
おわりに
本論では，スイスのフリブールナ1'を事例とし
て， 2年告Ijの幼児学校の義務化の経緯と論理を
明らかにすることを課題とした。最後に，簡単
にまとめと今後の課題を示しておきたい。
フリブールナ1'において， 2年告Ijの幼児学校の
義務化に係る法律が成立するのは2008年であ
る。しかし，そこまでの経緯を振り返るならば，
スイス全州において就学開始年齢の協調を求め
る憲法の教育条項の改正 その具体策として 4
歳からの就学を求めるスイス教育長会議の
HarmoS協定，さらにはフランス語密教育ナ1'間
会議による同様の協定がそれまでに合意されて
おり， Iはじめにjでも述べたように，フリブー
ル州の選択に当たっては，すでに外堀は埋めら
れていたとみてよい。
その上で， 2年制の幼児学校の義務化の論理
を探るならば，参事会の教書でもその内容が踏
まえられていた調査委員会の報告書が述べるよ
うに， Iすべての児童jへの教育の機会均等の理
念とともに，とりわけ恵まれない環境におかれ
ている児童への積極的な教育の提供，その擦に
個別の必要に応じた多様な教育や特に言語教育
の必要性などを抽出することができる。また，
義務化は，幼児学校の教員と初等学校の教員の
勤務条件や，家庭での余暇との調整など，幼児
学校と初等学校の多面的な統一化を図るものと
して企図されていた点も注目に値する。
一方，義務化のためには立法化が必要である
が，その審議過程からは，義務化の反対の理由
として，家庭教育の選択の自由が強調されてい
たことが分かる。それは「幼少期Jの教育に関
するある種ノスタ jレジックな「信念jに由来す
るものであるように見える。しかし，高校教育
の義務化ではこうした議論は想像できないとす
るならば，幼児期の教育特有の義務化に伴う盟
主ltとして，決して軽視することはできないであ
ろう。義務化が立法化を前提とし，立法者の中の
信念は時として教育の論理よりもその投票行動
を規定すると考えるならば，なおさらである。
本論では，義務化の立法化までを対象とした
ため，その実態については明らかにすることは
できなかった。制度的には初等学校に統合され
た幼児学校が実際にどのような教育を提供して
いるのか，義務化の際に懸念されていた初等教
育の内容の前倒しといった点も踏まえて，その
実際に迫ることは今後の課題としたい。
〉王
( 1 )筆者はこれまでこうした問題関心に基づき，
参考文献一覧に掲げた論考を発表してきた。本
論と併せて参照をJ，~互いたい。
(2 )スイスは 4つの言語を公用語としているが，
フリブール州はフランス語圏とドイツ諾圏に跨
る什iであるため，公用語はフランス語とドイツ
語である。本論ではフランス語表記を用いるが，
ドイツ諾を用いる資料等についてはドイツ諾を
付している場合もある。
( 3 )我がi習における今日のスイスの幼児教育に関
する先行研究は，荒川 (2014)，藤井ニ (2013，
2014)などがあるが，本論の対象となるフリブ
ルーナ1'に関するものは管見の限りでは見当たら
ない。
(4 )学校建築については「幼児学校，初等学校，
進路指導期学校の建築のための補助金に関する
2005年10月日日付法律jがあり，学校建築のう
ち「補助金を受けることのできる経費Jとそう
でないものの定義等を定めた上で，幼児学校及
び初等学校の「補助金を受けることのできる経
費jのうち，ナト!の補助金の割合を16.8%と定め
ている(第12条)。
( 5)憲法の教育条項改正については，荒川 (2014)
を参照されたい。
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( 6 )ちなみに，当時のスイス教育長会議の議長は，
フリブー ルナ1'の教育長で、ある1.Chassotであった。
( 7) Wannack， E. et al. (2006 : 74)では， 2005年
現在の各政党の教育政策に関する意見が一覧と
して整理さているが，このうち就学始期につい
ては，社会民主党が全ナ1'での 2年iljlJの幼児学校
を主張しているのに対し，国民党は入学年齢の
前倒しに反対しており，フリブール州の両政党
の投票行動もその主張と一致している。ちなみ
に，議会委員会委員長の C.De Reyffの所属会
派はキリスト教民主党 (PDC)，教育長の1.
Chassotの所属会派は仁!]道左派連合 (ACG)で
ある。
( 8 )ナ1'議会の議事録Bulletindu Grand Conseilは
BGCと1暗記する。
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mars 2009. 
-13-
(Hal・moS及びフランス語圏学校協定関係)
Rapport No 255 du Consei1 d'Etat au Grand Consei1 
re1atif a l'accord intercantona1 sur l'harmonisation 
de la scolarite obligatoire et a 1aConvention scolaire 
romande. 4 avri1 2006 
Message No 102 du Conseil d'Etat au Grand Conseil 
accompagnant les projets de loi concernant l'adhesion 
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Logic and Circumstances Associated with Compulsory Kindergarten 
in Switzerland: A Case Study of the Canton of Fribourg 
Hodaka FU]II 
This pape1' focuses on the logic and ci1'cumstances associated with compu1so1'Y kinde1'garten in the canton 
of F1'ibou1'g， Switzer1and. By a 2008 1aw amending the scho01 law， the canton decided to establish a compulsory 
two-yea1' kinde1'garten prog1'am， replacing the fo1'me1' p1'ovision which set out a one-yea1' optional program. 
Befo1'e discussions in the parliament of Fribou1'g， the Swiss Confe1'ence of Cantonal Ministe1's of Education 
(CD1P) and the F1'ench吋)eakingSwiss Confe1'ence of Cantonal Ministe1's of Education (CIPP) reached ag1'eement 
making p1'imary school education eight yea1's and sta1'ting at the age of 4. 
1n the pa1'liament of F1'ibourg， this bil was adopted by a na1'row ma1'gin. 
1n discussions held in the parliament， supporters of the bil emphasized that kinderga1'ten education would 
most positively affect children fyom disadvantaged circumstances and if aれf-.lOye訂 programwas not established 
and made compulsory， those students who would benefit the most would actually suffer the most through lost 
opportumtJes. 
On the othe1' hand， opponents of the bil maintain that during early childhood education freedom of choice 
cente1'ing around home education should be guaranteed with the added benefit that young children 01' 'enfance' 
would be nu1'tured fo1' that one additional year at home. 
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